
6

1．調査目的

都道府県自立支援協議会の全国的な運営状況を把握し、都道府県の自立支援協議会担当者相互に取り組み状

況の情報交換を行うことを通じて、実効性のある都道府県自立支援協議会の運営手法を全国に普及させるため

に、都道府県自立支援協議会運営連絡会議事前課題として都道府県自立支援協議会の運営状況に関するアンケ

ート調査を実施した。

2．調査対象・回収状況

3．調査時期

平成21年11月～22年1月

4．調査方法

○都道府県自立支援協議会運営連絡会議に参加する都道府県行政担当者に、電子メールで調査票を配布し、電

子メールで回収した。

5．結果概要

（1）地域の実態把握、情報の共有の現状

○都道府県として地域自立支援協議会の運営状況についてどの程度把握しているかをみると、「全ての地域自立

支援協議会について、都道府県として主体的に、具体的な運営の内容を把握している 」とした都道府県が

27%、「一部の地域自立支援協議会について、

都道府県として主体的に、具体的な運営の内容

まで把握している」とした都道府県が24%で、

過半の都道府県は主体的に地域の実態把握に努

めていた。

○一方、「市町村・圏域からの報告があった場合

等に具体的な運営の内容まで把握している」と

した都道府県が20%、「地域自立支援協議会の

状況については、特に把握していない」とした

都道府県が7%あった。

○このことから、全国的に都道府県が地域自立支

援協議会をはじめとした地域の実態把握、情報

の共有について十分な役割を果たしているかを

考えると、まだ発展途上といえる。

第１節　調査の概要
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図表 １-1 都道府県の地域自立支援協議会の運営に関する把握状況
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（2）地域の相談支援体制のバックアップの現状

○都道府県として地域自立支援協議会の運営に対してどのような支援を行っているかをみると、「市町村の障害

関連施策の推進に対して、アドバイザーを派遣する等、人的な支援を行っている」とした都道府県が81%、

「市町村に対して国の施策動向等の情報を随時・定期的に提供している」とした都道府県が45%、「近隣市町

村が相互に協力・連携しながら障害関連施策を推進できるよう情報ネットワークを整備したり、市町村の担

当者会議を開催したりしている」とした都道府県が43%あり、人的な支援のほか、情報そのものや情報交換

できる場の提供で地域自立支援協議会の運営を支援している現状が明らかとなった。

○一方で、広域的な課題に関する調整や関連分野の施策との相互調整について取り組んでいる都道府県は少な

い。今後、地域自立支援協議会が、現在の都道府県からの支援等を背景にしながら実効性ある組織として全

国的に動き始め、具体的なアクションを起こし始めた段階で、都道府県がその活動をどう下支えできるかと

いう点には課題があることがうかがえた。

（3）広域・専門的相談支援の調整の現状

○広域・専門的な調整を要する内容も多い障害関連施策を都道府県内部の関係各課が一体的・総合的に推進す

ることについて、障害関連施策の主管部署ではどの程度重要と考えているかを聞いたところ、「就労支援」

「発達障害」「障害児」「教育・生涯学習」「地域移行、退院促進」の順に重要性を感じている項目があがった。

○では、重要性を感じているこれらの項目について、具体的に関係各課が施策を一体的・総合的に推進するた

めに、都道府県自立支援協議会やその他の都道府県の会議体を通じて連携・相互調整を取っているかをみる

と、重要性を感じる割合が高い一方で協議の場がない項目として、「教育・生涯学習」「災害時対応・防災」

「児童福祉・母子保健」「保健・医療」「福祉の拠点づくり・まちづくり」「新しい福祉サービスの創発」「高齢

者介護・福祉」等があがった。

○これらの項目について今後都道府県自立支援協議会としてどう受け止めるのか、都道府県自立支援協議会で

協議しない場合には、都道府県自立支援協議会で挙がってきた課題をどのように解決に向けた協議の場にあ

げていくのか検討する必要がある。

図表 １-2 都道府県の地域自立支援協議会の運営に対する支援状況
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図表 １-3 障害関連施策を都道府県内部で一体的・総合的に推進することの重要性

図表 １-4 障害関連施策を都道府県内部で一体的・総合的に推進するための連携・相互調整に関する協議の場の有無



（4）全都道府県的課題の抽出（整理）機能

○都道府県として重要性を感じている項目について、具体的に関係各課が施策を一体的・総合的に推進するた

めに、都道府県自立支援協議会やその他の都道府県の会議体を通じて連携・相互調整を取っている場合に、そ

の協議をしている会議体の種類をみると、必ずしも都道府県自立支援協議会やその部会等でない場合も多い。

○会議体を増やし屋上屋を重ねることは効率性の観点からみて得策ではないので、関係各課が施策を一体的・

総合的に推進するために連携・相互調整を取る場があれば、都道府県自立支援協議会やその部会等でなくて

も、特に問題はないと考える。

○しかし、これらの項目について都道府県自立支援協議会やその部会等で議題にあがり課題提起がなされた場

合には、その解決方策について検討する適切な会議体へ遅滞なく報告し協議を依頼する、また、当該会議体

から解決に向けた具体的なアクションを求められた場合には、真摯に受け止め迅速に行動を起こせるよう、

事務局担当者や会議体の長の間で定期的な情報交換を行う機会や人的ネットワークを構築することが重要で

ある。
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図表 １-5 障害関連施策を都道府県内部で一体的・総合的に推進するための連携・相互調整に関する協議の場の種類
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１．都道府県自立支援協議会の状況

第2節　アンケート集計結果表

図表 １-6
都道府県自立支援協議会の設置時期

図表 １-7 都道府県自立支援協議会の設置経緯

図表 １-9 都道府県自立支援協議会の委員の属性

図表 １-8 都道府県自立支援協議会の委員定数
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図表 １-10 都道府県自立支援協議会の部会・プロジェクトチーム等の有無

図表 １-13 都道府県自立支援協議会の部会・プロジェクトチーム等の委員の属性

図表 １-12 都道府県自立支援協議会の部会・
プロジェクトチーム等の数

図表 １-11 都道府県自立支援協議会の部会・
プロジェクトチーム等の設置時期
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図表 １-14 都道府県自立支援協議会の開催実績

図表 １-16
都道府県自立支援協議会の運営経費

図表 １-17
圏域設定の有無

図表 １-15 都道府県自立支援協議会の事務局の人員体制

図表 １-18 圏域単位での地域自立支援協議会の設置状況
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図表 １-19 市町村単位での地域自立支援協議会の設置状況

図表 １-20 都道府県の地域自立支援協議会の運営に関する把握状況

図表 １-21 都道府県の地域自立支援協議会の運営に対する支援状況
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3．都道府県内部における障害関連施策の一体的・総合的な推進

図表 １-22 障害関連施策を都道府県内部で一体的・総合的に推進することの重要性
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図表 １-23 障害関連施策を都道府県内部で一体的・総合的に推進するための連携・相互調整




